

１．概要　　　　マネジメント・サイクル　　特定非営利活動法人
　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　使命と目的を明確にする
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ミッションよりスタート
　　　「我々は、何のために、なにをするか？」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ビジョンを達成させる
特定非営利活動
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業を組み立てる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　組織組み立てる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定款を精査する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　意志決定機関　
社員総会・理事会


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なんの為に、
何をするのか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　組織存続意義と個人の
自己実現
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  廃棄するものは？
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　顧客のニーズは？

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定非営利活動法人とは？
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その社会的位置づけは？

                                                            マーケッテイング
                                                            イノベーション
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　強みを活かす
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　変化を認知する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                                  それぞれの事業に関連性
があり無駄がない事業計画


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「やれない」のではなく
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 「ビジネスモデル」がないから
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　やれないのだ




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



                                                                    マネジメント・サイクル

●マネジメント・サイクル
　Plan(計画)・Do(実行)・Check(点検・評価)・Act(改善・処置)の頭文字を取って
PDCAサイクルとも呼ばれています。
　しかし、
　ＰＤＣＡサイクルは、PDCA（計画→実行→検証→改善）を繰り返す品質管理の手法であり、決められた計画からずれないようにモニタリング・コントロール（監視・管理）が目的であり、決められた作業を繰り返し行う業務や生産ライン向けの手法です。
　
　ここで言うマネジメント・サイクルは、一般的なＰＤＣＡサイクルではありません。
「ミッション（使命）→ビジョン（目的）→成果目標→アクション・プラン（行動計画）→予算（収益＞費用）→評価（内部と外部からの評価　スタッフと顧客の満足度）→体系的廃棄（マーケッテイング・イノベーション）　、そしてミッションに戻る循環」
PDCAは、計画からスタートするのに対し、ミッションからスタートします。
　　重要なのは、監視や管理ではなく、ミッションからスタートし、組織が掲げ明確な理想とし、共有するビジョン（理想とする社会の状態）へと目指す方向を確定し前進する人の行動サイクルであることです。まったく違う視点からのスタートでその結果は全く異なるものなのです。
　製品管理ではなく、人の参加や行動を重視したマネジメントを用いた手法です。
　単純な量的な数量評価ではなく、それぞれの工程で、「何のためになにをしなければならないか？」を考察し規範となる行動を決定する行動サイクルです。
　ミッション、ビジョンが明確であるからこそ、トップ・マネジメントだけでなく、中間管理層や、現場で直接に顧客に接する従業員までもがトップダウンを待たなくても即断でき成果を挙げることができます。
業務は異なっても、個々への動機付けと自己の目標管理ができ、現場で、即断実行ができる、フラットな組織の礎となるものです。
　
●応用効果
マネジメント・サイクルを自ら計画・実施し、中期・長期成果目標をたて、結果を自己評価し、これを外部へのプレゼンの資料とします。
　明確なマネジメント・サイクルによる組織の資料は、外部から見ても分かりやすいものとなります。組織の公開資料となります。公開された中期・長期目標は、組織の活動を約束する公約となります。
　中期・長期目標は、実施する事業の成果ではなく、社会への価値提供とよりよい生活の変化を目標としています。
　投資者・支援者は、
　支援先の法人から提出されたマネジメント・サイクル活動資料を評価することで、投資先としての確実性を評価できます。
　●基本と原則
　　　マネジメントは考え方なので、その考え方の基本と原則があります。
　　　「基本と原則」を、前提として、組み立てられた考え方なので、基本と原則を熟知していて共有されている必要があります。
1. 組織
· 自らの意志で、明確なミッションとビジョンを掲げ、マネジメント・サイクルにより、理想とするビジョンとのギャプを埋め前進する行動の組織である。
· 特定非営利活動法人（組織）は、社会の公器である。
· 組織の成果は、社会への貢献。より良い生活への変化と新しい価値提供である。
· 事業は、目的達成（ビジョン）への手段である。
· 法人が掲げる目的（ビジョン）達成度により評価される。
· 他団体の得意とするところをサポート・支援し足らないところを補完する社会的役割をもち、他と協働し、ＮＰＯセクターを構築する。
· 社会的役割と組織の成果により、必要とされ継続的に存続する組織である。
· 「倫理と道徳」を礎とし、組織風土・文化を調整し育成する。
　　
· ステークホルダ・スタッフの得意とするところを支援・サポートし、その努力と成果を評価して答え、足らないところを補完する。
そういう組織文化が育成されていて、確実な支援がされ、自らの損得（我）より、公（おおやけ）を優先することが、損失とはならないと確信できる環境があること。
· 貢献する者へ、一般企業と同じレベルの生活の糧を保証すること。
最低賃金でよいとか、無奉仕でよいということではない。
· 縦組織ではなく、コンダクターによる成果に責任をもつ平等でフラットな組織形態
2. 個人
· 組織を通して、公に貢献することで、自己実現を果たす。
· 「私は、こう考え、こうする」ではなく「我々は、ビジョン達成のためにこうする」と言わなければならない。
· 自己の利害・損得より、公を優先する。
· 他からの相談には、自らの専門知識をフル活動し誠実な提案をする。
· 自らが共感し、有益な活動と確信できる活動には、自らの役割を提案し参加する。
· 自ら主体的に役割と責任をもち、自由と自律をもちプロフェッシャルな個人。
　　●マネジメントとその効果
· 顧客第一　　（製品ではなく、人を尊重し、人を支援・サポートする)
組織にニーズをもつ者全てか顧客である。
支援者、寄付者、協力者、受益者、スタッフは、顧客
顧客の潜在的なニーズを掘り起こし、新しい顧客を創造する。
専門知識と技術により、顧客の要求、需要に答え供給する。
· 成果を評価する
事業計画に法人活動の目的であるビジョンを明確にし、それを達成させる為に必要な事業を計画する。事業は、事業規模、集客人数、事業費、事業回数、イベントなどにおいて、数値目標を立てる。
事業達成度の評価は、計画時にたてた事業実施計画の数値が達成されているかを評価する。
事業活動により得られた法人の目的（ビジョン）達成度は、顧客満足度や、アンケート、取材記事などから、如何に社会へ価値の提供と事業によるより良い生活の変化があったかを、計画時にたてた中期目的・長期目的が達成されているかにより評価する。
· 支援者＋受益者＋事業者
非営利活動には、第一の顧客として、受益者がおり、第二の顧客として、支援者がいる。さらに、それを実施する事業者スタッフも自由な意志で参加でき自己実現の要求をもつ顧客である。
それぞれの顧客がもつ資源を有効最大限に流通させ顧客の要求に答えるのが組織の役割でありマネジメントである。
· 資源流通の工夫
資源（人材、専門知識、物、資金、寄付、ボランティア、場所、など）は、消費すれば、当然枯渇するわけで、継続的に補充する工夫と仕組みがなければならない。
直接受益者から対価を得ることをしない非営利活動においては、支援者からの資源提供が必要である。
あるいは、自主事業による収益がなければならない。
資源流通の工夫により、受け取った資源を加工して受益者に提供するとともに、資源提供者へ、資源提供により得た成果から、なんらかのリターンを考えなければならない。
一方向ではなく双方向へ流通する資源流通の工夫による仕組みが、継続的な活動支援となる。
リターンは、免税などの金銭のみでなく、受益者からの感謝・感動・参加案内など無形の活動成果を提供できるように活動を工夫する。
· 新しい産業　知識産業
今日において、無償ボランティアであっても、専門知識なくては活動できない。
非営利活動に専門知識は必須であり、専門家による支援が必要とされる。
· それぞれの分野での専門知識のマニュアルがあり、誰でもが学び知識を獲得できる環境が構築されていること。
· 非営利活動法人と専門家とのネットワークがあり、知識提供ができること。
· 専門家は、自由な働き方ができ、生計を立てることができること。
主婦やフリーランスさらに、陶芸家・書家・画家・人形作家などの専門家の参加ができる仕組み（クラウドによる情報交換）により新しい仕事を創造する。
· 中間ＮＰＯ支援センターが、ネットワークを管理し、専門家育成をし、専門家派遣ができること。
さらに、ＮＰＯ活動に必要な資源を的確な評価から提供できる社会的な仕組みを構築できること。
　　　　　
· 中間ＮＰＯ支援センターの役割を単に場の提供やコンサルや情報提供のみとせず、次のステップとして、資源流通を担うＮＰＯセクターの要とならなければならない。
　　　　　　　これらの環境が整えば、潜在的なニーズがある新しい事業が想像でき、自由な働き方を支援できる。適切な環境がなければ、自由はない。
· マーケティングとイノベーション
　　　　　　マネジメントは、マーケッテイングとイノベーションの繰り返しである。
　　　　　　「すべてのものは、陳腐化する」これが、前提であり、あらゆる事に適用できる。
　　　　　　
　　　　　　順調に成果がある事業であっても、全体的に鳥瞰的視野での観測により、社会の変化、顧客の変化、ニーズの変化を観測することや潜在する顧客を探す努力をして、新しい価値を創造し提供できなければ、陳腐化し、廃業に追い込まれる。
　　　　　　
　　　　　　組織自ら掲げるビジョンと現実とのギャプを埋める弛まない努力である。
　　　　　　
２．支援プログラム構成
●マネジメント＋定款＋ロジックモデル＋ビジネスモデル＋文化・倫理・道徳
　ロジックモデルのみでなく、自らの組織を規定する「定款」や考え方である「マネジメント」
　さらに、資源流通工夫から継続的な資源獲得ができ、収益＞費用を確認する「ビジネスモデル」と、地域の「文化と道徳」をも総合的に矛盾なく裏と表がなく構成されたもののみが、新しい社会を築き先導することができる。


· マネジメント
「考え方」であり、基本と原則がある。
これと「倫理・道徳」とを行動の礎とし、意志決定の拠り所とする。
その積み重ねが文化となる。
地域文化を考慮しないマネジメントは、成功しない。
· 定款
組織を自ら定義し、社会へ公開する。
組織の目的（ビジョン）と使命（ミッション）を明確に記載する。
· ロジックモデル
目的である成果をあげることに必要な事業を全て掲げ、そのタスクを細かに分解して、組織全体として機能する事業とする。目的達成に効果がない事業やニーズがなくなった事業は、計画的に廃棄する。
短期目標・長期目標を計画し、活動目標とし、成果の評価指標とする。
ここでの目標は、事業活動による「社会へ変化・貢献」であり、計画目標とするビジョンである。
ビジョンは、必ずしも数値化ができるわけではない。この評価は、内部評価（事業関係者の満足度）と外部評価（サービス提供先である顧客や支援者の満足度）により評価される。
権威ある外部の「どのように評価されたか分からない評価」は、まったく意味をなさないどころか害である。
実施事業の達成度は、事業回数、集客数、イベントの成功、などから評価される。
この評価は、計画時にビジョン達成に必要な事業内容を数値化することで、明確にしておくことで評価指標となる。
注意すべきは、事業活動はビジョン達成への手段であり、目的ではないということである。組織の評価、存続意義は、事業活動からは、評価できないのです。
事業が成功したという事と、「より良い生活の変化と新しい価値の提供」による成果とは別のものである。これを明確に認知し、共有していなければならない。
組織の「存続と価値」の評価は、組織の外への貢献度により評価されなければならない。
· ビジネスモデル
支援者や受益者そして事業者からの要求（ニーズ）や、提供できる資源をマッチングさせ、支援者－受益者－事業者－専門家に循環流通させ参加できる仕組みを構築する。
資源は、資金、人材、専門知識、物資、地域文化、場所、エネルギー、など多様である。
明確な資源獲得手段が工夫された仕組みとして、確立されることにより、安定した収益を確保できる。これが、継続した活動への礎となり、組織として必要不可欠な常に管理しなければならない重要な事項となる。
非営利活動が
「やれない。のではなく、ビジネスモデルがないからやれないのだ。」これに尽きる。
ロジックモデルで、事業を成り立たせる細かなタスクに分けその関連性と整合性、必要性をチェックし、戦略的で無駄のない事業計画を立てた。
このタスク毎に、収益と費用及び実施回数などを計算し、これらを合計して全体に収益と費用を積み上げ計算する。ここでの「収益と費用及び実施回数など」は、事業実施における管理数値目標となる。
さらに、
組織を維持するために必要な管理費（会計処理人件費、役員人件費、事務所家賃、光熱費、消耗品費など）を計算し、加算してフルコストを確認する。
これを事業別に一覧とした表と事業計画予算表を作成する。
これは、ＮＰＯ法人の「会計諸表と注記」を計画の段階で作成することになります。
　　　　明確な数値で記載された計画は、事業活動の実施状況を管理する管理目標となります。
　　　　
· 収益は、どの事業より得ているか？
　　　　事業活動は、ビジネスモデルより「事業型」「事業受託型」「寄付・会費型」「複合型」なのかが分かる。
　　　　収益をどの事業で獲得しているかが分かり、どの事業で、「収益＝０」なのかが分かる。
　　　　また「収益＜費用」であるならば、どのようにして、全体的な収支を「収益＞費用」にするかの計画をたてなければならない。つまり、ミッション達成と矛盾がない収益事業を確立しなければならない。
　　　　これは、一般企業であれば、極自然な事であり、ＮＰＯもボランテイァ活動だから、持ち出しであって良いという事ではないだけでなく危険な考え方である。
　　　　仮に持ち出し分があるのであれば、会計に数値として計上すべきである。
　　　　持ち出しがあるにも関わらず会計に計上されないのであれば、確信的な会計操作である。
　　　　こういう状態であっても会計は、収支を合わせることができるので、注意が必要である。
　
　　　　毎年において、「収益＞費用＝利益」でなければ、経営状態が良好であるとは言えない。
　　　　
非営利事業であるから「収益＝費用」でなければならない、という経営は、事故発生に対して、軟弱であり、他からの支援が保証されるものでもない危うい経営であると言える。この組織には、リターンを考えない寄付はできても貸付はできない。
　　　　非営利活動法人にとって利益は、目的ではなく、リスクに対する担保能力であり、活動の結果得るものである。
　　　　「収益＞費用＝利益」であり、確実な成果をあげる事ができ、マネジメントされている組織であると評価できるなら、リターンがある投資先として、支援できる。
· ロジックモデルとビジネスモデルから構築される組織活動。
これを支える考え方としてマネジメントを構築することで、
マネジメント・サイクルを回転させ「マーケッテイングとイノベーション」により、掲げたビジョンへと前進し、社会貢献する人を尊重する行動の活動を支える他に比べるものがない最強の組織経営ツールとなります。
· 組織文化・倫理・道徳・地域文化
どのような組織であっても、組織文化や地域文化及び社会的な倫理に、まったく影響を
受けないということはない。
むしろ、潜在的あるいは、確信的にも、最終的な意思決定は、これらに強力な影響を受けている。
影響をさけることができないならば、積極的に調整しミッション・ビジョンを明確にして、法人の役割と存続意義をアピールすることで、組織風土を整え文化とする必要がある。
それが、的確なコンプライアンスにつながる。
３．プレゼンと評価
· 内部評価・外部評価
非営利活動をどのように評価して、支援するかは、ＮＰＯの活動を左右する重要な課題である。
事業者である法人自らが設定した、マネジメント・サイクルによる成果目標の達成度を自己評価し、これを、伴奏支援をする中間支援センターが確認・承認して公開する。（内部評価）
中間支援センターが実施する利用者及び支援者からのアンケート・提言・要求・満足などの調査から成果達成の評価を公開。事業者である法人も外部からの評価を収集し公開。支援者はそれらの評価を見て支援先を決める。（外部評価）
このような、評価システムは現在存在していない。権威団体が評価して支援先を決定するのではなく、支援者である市民参加の評価システムが必要である。
事業者である法人のプレゼンもこの内容に整合性があるものでプレゼンする。
· 活動の見える化
マネジメント・サイクル実施することで得られる資料を活用してプレゼンする。
法人のミッションとビジョンを公開し、社会的役割と事業年度の成果を宣言する。
施工者の内部資料と市民からの評価を公開する。
「財務諸表と注記」及び事業報告書を公開する。
現役員名簿と任期を公開する。
現在のＮＰＯ法人の公開資料は主に活動計算書、財産目録、事業報告書、貸借対照表であり、
事業別の事業内訳表（注記）や自己評価表及び外部評価表及び法人のミッション・ビジョンについての資料は公開されていない。
　　必然的に、ＮＰＯは、活動計算書、財産目録、事業報告書、貸借対照表のみを作成することしか考えなく、事業の成功のみをアピールすることになってしまっている。
　　
４．資源流通　　パートナー
　　ＮＰＯ法人にとつて、如何に資源を獲得するかが、最も難しい課題である。
　　法人単独で、この問題に取り組むのではなく、社会的な仕組みとして、資源が獲得できる環境が整っていなければならない。
· 支援者・資源
　　災害時に、当事者が特に要求するということでなくても、必要な物資や復旧支援がされるように、ＮＰＯ法人が適切な評価をされ、情報を公開することで、自然と支援者が現れ資源提供される環境がなければならない。
　　環境構築が最優先であって、いくつかの活動を支援することが最優先でなく、むしろ、環境が構築されていれば、支援も継続的な支援となり効果が増す。
　　
· 中間支援センターの役割
中間支援センターは、支援先を決めるとか資金を集金するとかの事業より、それぞれのＮＰＯ活動を確実な成果をあげることができるように伴奏支援をし、情報公開の支援をすべきである。
その情報から、協働できるパートナーや専門家の支援を受けることができるように仲介できなければならない。
　　地域中間支援センターの役割を再度見直して、ＮＰＯセクターを代表する公平な組織とならなければならない。
５．共助社会
　　よく「共助社会」という言葉を聞くようになったが、それは、どのような社会で、どのよう　　　な社会システムがあるのだろうか？
「共助・互助・協働」「銀行融資が。。」という意見が繰り返されるだけで、具体的な仕組みがなく、実施がなかなかされない。
「互助」「共助」は、他から言われて、実行するようなものではない。
必ず自分は、助かるという確信がもてなければ、他を助ける余裕はもてない。
「お互いさまだから」が、信じられる社会の文化・道徳がなければ、そうはいかない。
· 共助社会具現の必須条件
· 困った人を見れば、見返りを考えることもなく助けることができる。
· 「お互いさま」になんの疑問も疑いもない社会環境がある。
· 専門知識や技術を、誰でもが習得できる機会がある。
· 専門家を派遣する仕組みがあり、フリーランスで生計を立てることができる社会の仕組みがある。
· 組織にマネジメントが理解され、マネージャーが居る事。
· 中間支援センターが公平な情報支援ができること。
· 積極的なＮＰＯ活動を広報するＮＰＯ記者が育成され活動していること。
· 互助で助け合う資源流通の仕組みがあること。
· ＮＰＯ法人の情報が、自らの活動プレゼンと同時にインターネット上に公開されていること。
これらのほとんどは、明治以前の日本社会には、存在した文化であり、現在の利己的、個人主義、金銭主義、利益主義により、隠されたものだ。
· 縦組織でなく、成果に責任をもつマネジメント組織であること。
· 組織が社会を構成し、役割と社会的存続意義を持っていること。
· 真のＮＰＯセクターがあり、ＮＰＯセクターを代表する中間支援センターがあること。
共助社会は、イベントや活動支援や資金支援で、出現するということはない。
上記の様々な条件を満たす社会環境と仕組みがなければ、出現しない。
すべての人にチャレンジの機会を！
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非営利活動のマネジメント・サイクル


共助社会への仕組み


岡田　哲志 








１．ミッション(使命)・ビジョン(目的)の確認・共有





２．目的達成の為の特定非営利活動・事業組み立て





３．定款・諸規定及び社員総会・理事会の権能





４．意志決定機関　(ＮＰＯ事務のてびき)





５．組織マネジメント


組織の役割と存続意義


組織と個人


マーケッテイングとイノベーション


顧客は誰か？　潜在ニーズ


　　　 組織風土・倫理・文化





６．特定非営利活動法人とは





７．内部環境・外部環境　(強みと脅威　社会の変化)





８．ロジックモデルによる事業チェック


事業組み立て　


事業の目的・成果　　　(短期・長期計画)


戦略的計画　　　　　　(事業効果と効率)





９．ビジネスモデルによる事業チェック


資源流通の工夫　


事業収益と費用(コスト)の確認


支援者・受益者・事業者の共助と連携の輪


収益＞費用のチェック





１０．年度事業計画





１１．活動予算書　フルコストとは？


(事業費と法人管理費　フルコストチェック)





１．へ戻る


PDCA


P（Plan）


D（Do）


C（Check）


A（Act）











１２．監査


会計監査・事業監査





１３．内部環境・外部環境　


●外部情報収集


ＮＰＯ記者による訪問取材と広報


アンケート調査・顧客クレーム対応


　顧客反応(集客数、顧客の声)


●内部情報収集


　職員・スタッフの満足度


　組織風土


　部門でのマネジメントリーダーの活躍


●人事　(内部・外部人材登用)


マーケティングとイノベーションのサイクル


●事業見直し　体系的廃棄
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